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] 低公害車等の積極的導入への協力

貨物自動車運送事業者等が行う、自動車

排出窒素酸化物等の排出量が少ないＣＮＧ

（圧縮天然ガス）自動車、ハイブリッド自

動車、低燃費かつ低排出ガス認定車等の低

公害車やＤＰＦ（ディーゼル微粒子除去装

置）等排出ガスを低減する装置等の導入に

協力する。

^ エコドライブの実施への協力等

{ エコドライブの実施への協力

貨物自動車運送事業者等の従業員に対

する教育、研修等の実施に協力して、エ

コドライブを推進する。また、貨物自動

車運送事業者等が行うエコドライブ支援

装置（デジタル式運行記録計等をいう。）

の導入に協力する。

| 車両の維持管理の要請

貨物自動車運送事業者等によるマニュ

アルの作成及びその従業員に対する教

育、研修等の実施を通じた車両の整備及

び点検（第３の１^|に掲げる事項をい

う。）の徹底を要請する。

２ 車両走行量の削減等

\ 車両の有効利用の促進

{ 共同輸配送の促進等

他の事業者と連携しつつ、複数の事業

者が個別に処理していた貨物の輸送の委

託等の業務を共同で行うこと等により、

貨物自動車運送事業者等が使用する貨物

自動車の積載効率、輸送効率の向上及び

輸送距離、使用車両の削減を促進する。

また、貨物の輸送単位が小さい場合には、

貨物自動車運送事業者等に対し積み合わ

せ輸送を実施するよう発注し、又は混載

便を利用する。

| 帰り荷の確保への協力

納品車の帰り便で納入先からの回収物

を回収するよう発注することや、求貨求

車システムを活用すること等により、貨

物自動車運送事業者等の帰り荷の確保に

協力する。

公 文 書 等 の 管 理 に 関 す る 法 律 （ 平 成 二 十 一 年 法

律 第 六 十 六 号 ） 第 七 条 第 二 項 及 び 公 文 書 等 の 管 理

に 関 す る 法 律 施 行 令 （ 平 成 二 十 二 年 政 令 第 二 百 五

十 号 ） 第 十 三 条 の 規 定 に 基 づ き 、 内 閣 官 房 に お け

る 行 政 文 書 フ ァ イ ル 管 理 簿 の 閲 覧 場 所 を 次 の と お

り 定 め 、 平 成 二 十 三 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 な

お 、 平 成 十 三 年 三 月 二 十 三 日 付 け 官 報 第 三 千 八 十

号 で 公 示 し た 内 閣 官 房 の 行 政 文 書 の 管 理 に 関 す る

定 め を 記 載 し た 書 面 等 の 閲 覧 所 を 定 め る 件 は 、 平

成 二 十 三 年 三 月 三 十 一 日 限 り 、 廃 止 す る 。

平 成 二 十 三 年 三 月 三 十 日

内 閣 総 理 大 臣 菅 人

東 京 都 千 代 田 区 永 田 町 一 丁 目 六 番 一 号 内 閣 官

房 内 閣 総 務 官 室 内 情 報 公 開 窓 口

官 庁 事 項

} 輸送頻度、納品回数の削減

輸送効率の向上を図るため、他の事業

者との協議を十分に行い、取引単位の大

規模化等により、貨物の輸送頻度、納品

回数の削減及びリードタイムの見直しを

実施する。特に、行き過ぎた多頻度少量

輸送、ジャスト・イン・タイムの貨物の

輸送の見直し、改善を行う。

~ 発注時間と輸送時間のルール化

貨物の輸送の発注時間と貨物の輸送時

間のルール化を図り、緊急な貨物の輸送

を回避するよう計画的な貨物の輸送を行

う。

� 貨物の輸送量の平準化

輸送効率の向上を図るため、他の事業

者との協議を十分に行い、貨物の輸送量

のピーク期間を移動させてその平準化を

図る。

� 貨物の輸送距離の短縮

貨物の輸送先及び輸送量に応じて拠点

経由方式と直送方式を使い分けることに

より、貨物自動車運送事業者等に対し、

貨物の輸送距離の全体を削減するよう発

注する。

車両の大型化及びトレーラー化その他

の手段により、貨物自動車運送事業者等

に対し、貨物の輸送の便数を削減するよ

う発注する。

‚ 返品に係る貨物の輸送の削減

返品に関わる条件（返品に係る貨物の

輸送費等をいう。）の書面による透明化等

の工夫を行うことにより、返品に係る貨

物の輸送を削減する。

ƒ 検品・荷役の簡略化

検品・荷役に時間を要することによる

輸送効率の低下を避けるため、検品・荷

役の簡略化を図る。

„ 道路混雑時の貨物の輸送の見直し

道路混雑時の貨物の輸送の見直しによ

り、貨物の輸送の円滑化を図る。

… 商品の標準化等

商品の標準化、商品荷姿の標準化並び

に製品及びその包装資材の軽量化・小型

化により、輸送効率の向上を図る。 第５ 関係事業者の連携

事業者が事業活動に伴う自動車排出窒素酸化

物等の排出を抑制するために前記の措置を講ず

るに当たっては、貨物自動車運送事業者等、荷

主、発注者などの関係事業者が、相互の取組に

対し理解、協力するとともに、相互に連携する

ことが不可欠である。

したがって、事業者は、事業活動に伴う自動

車排出窒素酸化物等の排出を抑制するための措

置について、関係事業者の連携を深めるための

定例的な懇談会の設置、事業活動に伴う自動車

排出窒素酸化物等の排出の抑制のための検討会

の設置、情報交換の実施等により、関係事業者

の連携及び協議体制の構築を図る。また、これ

らの機会が設けられた場合には積極的に参画す

る。

事業者団体を中心として、関連業界としての

相互理解、啓発等に自主的に取り組む。

] 自営転換の推進

自営転換を推進する。

^ モーダルシフトの推進

モーダルシフトを推進する。

_ 公共交通機関の利用の促進

移動を行う場合にあっては、自ら自動車

を使用することと比較して、より環境に対

する負荷が少ない鉄道、バス等の公共交通

機関、自転車、徒歩による移動をできるだ

け行う。

` 情報化の推進

輸送効率の向上を図る上においては、情

報ネットワーク化の推進が必要であること

から、他の事業者や地方公共団体等と連携

をとり、ＶＩＣＳ（道路交通情報通信シス

テム）やＧＰＳ（全地球測位システム）等

のシステムも活用しながら、効率的な輸送

経路の選択を通じた円滑な貨物の輸送や積

載効率の向上等に資する情報システムの積

極的な開発・導入を行う。

a 物流施設の高度化、物流拠点の整備等

既存施設について、機械化・自動化及び

流通加工、保管等の機能の付加による高度

化・複合化を推進するとともに、施設間の

適正配置・集約化や荷受け、仕分けといっ

た業務の効率化に配慮しつつ、物流拠点の

整備を図る。

また、交通渋滞をもたらし、自動車排出

窒素酸化物等の排出量の増大の原因となる

路上駐停車を防止し、交通流の円滑化に資

するため、荷捌き場、駐停車場所、運転手

控え室及び進入出路についても他の事業者

や地方公共団体等との協力を行うなどして

整備を図る。

b サードパーティーロジスティクスの活用

サードパーティーロジスティクスの活用

により、貨物の輸送効率の向上を図る。
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